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Ⅰ．調査の概要

１．調査目的：その年の春季労使交渉・協議の結果や、人事・労務に関するトッ
プ・マネジメントの意識・意見などを調査するため、1969年から
毎年実施している。
本調査結果は、「経営労働政策特別委員会報告」（経労委報告）
の重要な参考資料として活用している。

２．調査対象：経団連会員企業及び東京経営者協会の主要会員企業（計1,466社）
の労務担当役員以上

３．調査時期：2017年８月～９月

４．回答状況：有効回答社数488社〔回答率33.3%〕
産業別：製造業213社（43.7%）、非製造業269社（55.1%）、業種無記入６社（1.2%）

規模別：従業員500人以上393社（80.5%）、500人未満91社（18.6%）、
規模無記入４社（0.8%）

１．2017年の労使交渉・協議等における議論、労働条件等の見直し

（１）労働組合の有無 （２）春季労使交渉・協議の実施状況

Ⅱ．調査結果
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従業員の過半数で

構成する労働組合

のみがある

63.4%

〔305社〕従業員の半数以下で

構成する労働組合

のみがある

7.7%

〔37社〕

従業員の過半数および

半数以下で構成する

労働組合が併存

1.9%

〔9社〕

労働組合は

存在しない

27.0%

〔130社〕

n=481

行った

70.7%

〔331社〕

行わなかった

29.3%

〔137社〕

n=468



（３）賃金関係について、労働組合等と議論・決定した内容
※労働組合のない企業は、労働組合を従業員代表等と置き換えて回答（以下同様）

① 月例賃金について、春季労使交渉・協議で要求された内容と回答状況（複数回答）

60.7%〔173社〕

14.0%〔40社〕

8.1%〔23社〕

5.3%〔15社〕

0.7%〔2社〕

4.6%〔13社〕

1.8%〔5社〕

6.3%〔18社〕

9.5%〔27社〕

44.9%〔128社〕

8.1%〔23社〕

8.4%〔24社〕

2.1%〔6社〕

8.8%〔25社〕

5.3%〔15社〕

3.2%〔9社〕

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

基本給のベースアップ

初任給の引上げ

諸手当の増額

割増賃金率の引上げ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

定年後継続雇用労働者の

賃金の引上げ

その他
n=285

要求通りの回答

要求を下回る回答

② 月例賃金について、労働組合等からの要求とは別に、会社の施策として

決定した内容（複数回答）
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65.1%

〔211社〕

42.9%

〔139社〕

24.7%

〔80社〕

22.8%

〔74社〕

16.4%

〔53社〕

11.7%

〔38社〕

6.8%

〔22社〕

0.9%

〔3社〕

0% 20% 40% 60% 80%

定期昇給の実施、賃金体系の維持

初任給の引上げ

基本給のベースアップ

有期契約社員・パートタイマー等の

賃金の引上げ

諸手当の増額

定年後継続雇用労働者の

賃金の引上げ

その他

割増賃金率の引上げ n=324



③ ベースアップの具体的な実施状況（複数回答）

※１：30歳程度まで ※２：30～49歳程度まで ※３：50歳以上

※４：ｎ数は、労働組合からの要求の有無を問わずベースアップを実施した企業のうち、本問の有効回答社数。

41.3%〔92社〕

30.0%〔67社〕

27.8%〔62社〕

12.6%〔28社〕

10.3%〔23社〕

9.9%〔22社〕

7.2%〔16社〕

2.2%〔5社〕

8.5%〔19社〕

0% 10% 20% 30% 40% 50%

一律定額配分

職務・資格別に配分

若年層（※１）へ重点配分

業績等に応じた査定配分

一律定率配分

中堅層（※２）へ重点配分

子育て世代へ重点配分

ベテラン層（※３）へ重点配分

その他 n=223

④ 賞与・一時金額の
前年度実績との比較（組合員平均）

⑤ 賞与・一時金額の
労働組合の要求との比較

要求を上回る

5.0%〔16社〕

要求通り

33.0%〔106社〕

要求を下回る

37.7%〔121社〕

交渉による

決定ではない※

24.3%〔78社〕

n=321

※：業績連動方式など
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前年度より

増額

47.8%〔222社〕

前年度の

水準維持

32.5%〔151社〕

前年度より

減額

19.6%〔91社〕

n=464



（４）賃金以外について、議論した内容（複数回答）

64.5%

〔182社〕

47.9%〔135社〕

33.0%〔93社〕

23.8%〔67社〕

20.6%〔58社〕

19.5%〔55社〕

16.0%〔45社〕

12.4%〔35社〕

10.6%〔30社〕

9.9%〔28社〕

9.2%〔26社〕

9.2%〔26社〕

7.8%〔22社〕

29.8%〔84社〕

0% 20% 40% 60% 80%

時間外労働の削減・抑制

年次有給休暇の取得促進

育児関連施策の導入

介護関連施策の導入

女性の活躍推進に向けた取組み

定年後継続雇用労働者の処遇改善

人材育成施策

所定労働時間の短縮

（基本給の変更を伴わないもの）

メンタルヘルス対策の拡充

裁量労働制またはフレックスタイム制の導入・見直し

退職一時金・年金制度の見直し

法定外福利費の見直し

勤務間インターバル制度の導入・拡充

その他 n=282

２．働き方改革と労働生産性向上の取組み

（１）働き方改革の取組み状況 （２）春季労使交渉における
働き方改革の議論

取り組んでいる

74.7%〔362社〕

取組み内容

を検討している

20.6%〔100社〕

取り組んでいない

4.7%〔23社〕

n=485

議論した

54.0%〔154社〕

議論していない

46.0%〔131社〕

n=285
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（３）働き方改革への経営トップの関わり（複数回答）

（４）働き方改革の推進体制の整備

既存の組織内に担当セクションを

設置した

7.7%〔25社〕

既存の組織内に担当者を

配置した

24.5%〔79社〕

新たに推進部署・プロジェクトチーム等を

立ち上げた

39.6%〔128社〕

その他

17.6%〔57社〕

整備していない

10.5%〔34社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=323

87.2%

〔306社〕

45.0%

〔158社〕

28.5%

〔100社〕

26.2%

〔92社〕

8.0%

〔28社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

社員へのメッセージを適宜発信している

推進体制の責任者になっている

数値目標にコミットしている

経営トップ等の発案・アイデア

による具体的な取組みがある

その他
n=351

（５）働き方改革の職場への展開（複数回答）

（６）働き方改革と労働生産性の向上に関する方針
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働き方改革を優先して

取り組んでいる

2.5%〔9社〕

労働生産性の向上を優先して

取り組んでいる

2.8%〔10社〕

働き方改革と労働生産性向上を

一体として取り組んでいる

79.4%〔285社〕

働き方改革に軸足を置きながら、

労働生産性向上にも注力している

7.5%〔27社〕

労働生産性向上に軸足を置きながら、

働き方改革にも注力している

7.8%〔28社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=359

81.6%〔292社〕

64.0%〔229社〕

61.2%〔219社〕

47.5%〔170社〕

25.7%〔92社〕

14.5%〔52社〕

9.5%〔34社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現場の管理職に率先して取り組むよう働きかけている

労働組合と連携している

職場ごとに独自の取組みを検討・実行している

職場ごとに労働時間や年休取得などの

ＫＰＩ（数値目標）を設定している

業務拠点や職場ごとに推進責任者を任命している

職場の活動を表彰する仕組みを盛り込んでいる

その他
n=358



（７）部門ごとの労働生産性の改善に向けた取組み

① 改善の必要性

② 取組み状況

63.7%〔304社〕

50.3%〔231社〕 50.4%〔230社〕 50.1%〔240社〕

32.9%〔157社〕

45.5%〔209社〕 44.1%〔201社〕 44.5%〔213社〕

3.4%〔16社〕 3.9%〔18社〕

5.3%〔24社〕 5.2%〔25社〕
0.0%〔0社〕 0.2%〔1社〕 0.2%〔1社〕 0.2%〔1社〕

0%

20%

40%

60%

80%

100%

現業部門

(n=477)

管理部門

(n=459)

企画・開発部門

(n=456)

経営管理・事務部門

(n=479)

まったくない

あまりない

多少ある

大いにある

92.6%〔426社〕 91.9%〔407社〕 90.0%〔398社〕 91.1%〔421社〕

7.4%〔34社〕 8.1%〔36社〕 10.0%〔44社〕 8.9%〔41社〕

0%

20%

40%

60%

80%

100%

現業部門

(n=460)

管理部門

(n=443)

企画・開発部門

(n=442)

経営管理・事務部門

(n=462)

取り組んでいる

取り組んでいない

（８）労働生産性の向上に向けた具体的取組み（複数回答）
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22.6%〔106社〕

33.9%〔159社〕

43.3%〔203社〕

49.3%〔231社〕

54.4%〔255社〕

58.4%〔274社〕

72.1%

〔338社〕

75.9%

〔356社〕

44.3%〔47社〕

55.3%〔88社〕

61.6%〔125社〕

50.6%〔117社〕

56.9%〔145社〕

51.8%〔142社〕

63.0%〔213社〕

70.5%

〔251社〕

n=469

※：各施策の実施企業のうち、

「着実に成果が出ている」と回答した割合

勤務に関する制度・仕組みの見直し

経営トップによる継続的な

メッセージの発信

業務の棚卸しと見直し・削減

スケジュール、執務状況等の見える化

セミナーや研修等による社員教育

オフィス環境の変更

新たなICTシステム、AI・IoT、

OA機器等の導入

生産性を重視した人事評価

100％ 100％50％50％ 0％ 0％

＜すでに実施している＞ ＜着実に成果が出ている※＞



（９）会議の効率化に向けた具体的取組み（複数回答）

3.2%〔15社〕

5.2%〔24社〕

9.1%〔42社〕

26.1%〔121社〕

34.1%〔158社〕

46.3%〔215社〕

55.2%〔256社〕

58.0%〔269社〕

69.4%

〔322社〕

70.5%

〔327社〕

83.8%

〔389社〕

26.7%〔4社〕

75.0%

〔18社〕

73.8%

〔31社〕

19.8%〔24社〕

41.1%〔65社〕

23.7%〔51社〕

27.7%〔71社〕

25.3%〔68社〕

8.7%〔28社〕

10.1%〔33社〕

8.5%〔33社〕

n=464

※：各施策の実施企業のうち、

「着実に成果が出ている」と回答した割合

テレビ会議等の導入

資料の事前送付

実施目的の事前周知

時間の制限・厳守

ペーパーレス化

出席者の制限・精査

責任者・決定権者の出席の必須化

資料体裁の変更、構成・分量の標準化

会議の進め方に関する研修の実施

議事録の廃止

その他

100％ 100％50％50％ 0％ 0％

＜すでに実施している＞ ＜着実に成果が出ている※＞

３．同一労働同一賃金への対応

（１）「同一労働同一賃金ガイドライン案」を受けた対応の必要性

（２）対応が必要な項目（複数項目）
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63.1%〔185社〕

43.7%〔128社〕

35.8%〔105社〕

33.4%〔98社〕

32.1%〔94社〕

27.0%〔79社〕

20.8%〔61社〕

9.9%〔29社〕

5.8%〔17社〕

0% 20% 40% 60% 80%

雇用形態ごとの職務内容や人材活用

の仕組みなどの整理・明確化

賞与

福利厚生制度

基本給

ガイドライン案に記載がある職務関連手当

ガイドライン案に記載がある職務非関連手当

教育訓練制度

ガイドライン案に記載がない手当

その他
n=293

必要がある

63.6%〔297社〕

必要はない

36.4%〔170社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=467



55.9%〔71社〕

41.7%〔53社〕

32.3%〔41社〕

22.0%〔28社〕

11.8%〔15社〕

10.2%〔13社〕

8.7%〔11社〕

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

支給水準の見直し

支給基準の見直し

算定方式の見直し

支給対象者の見直し

（一部支給⇒全員支給）

支給対象者の見直し

（全員不支給⇒一部支給）

支給対象者の見直し

（全員不支給⇒全員支給）

その他
n=127

（３）パート・有期・派遣労働者の賞与に関する対応（複数回答）

※：n数は、「（２）対応が必要な項目」で「賞与」について
対応が必要と回答した企業のうち、本問の有効回答社数。

４．健康経営の取組み

（１）実施している施策（複数回答）
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94.8%〔456社〕

88.1%〔424社〕

80.0%〔385社〕

76.9%〔370社〕

75.3%〔362社〕

70.1%〔337社〕

65.3%〔314社〕

57.6%〔277社〕

46.4%〔223社〕

43.9%〔211社〕

38.9%〔187社〕

34.9%〔168社〕

29.1%〔140社〕

9.8%〔47社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

定期健診の実施率向上

時間外労働時間削減の取組み

年休取得の促進

人間ドック等の検診の補助

特定健診の実施率向上

従業員の健康・疾病予防に関する情報提供

従業員支援プログラムの導入等の

メンタルヘルス対策の充実

特定保健指導の実施率向上、内容の充実

健康・体力づくりイベントの実施

社員食堂でのヘルシーメニューの提供

生活習慣改善講習の実施

経営方針等に「従業員の健康保持・増進」を明記し、

社内に提示

運動や禁煙等に取り組んだ従業員に

対する報奨・ポイントプログラムの提供

その他 n=481



（２）効果があったと回答した企業(85.0％)における施策（複数回答）

※：健康経営の取組みを通じて何らかの効果があったと回答した企業(85.0%)において、
効果があったと回答した施策を集計。

67.4%〔238社〕

59.8%〔211社〕

47.3%〔167社〕

45.0%〔159社〕

39.9%〔141社〕

36.0%〔127社〕

31.7%〔112社〕

24.4%〔86社〕

23.8%〔84社〕

20.1%〔71社〕

18.4%〔65社〕

16.7%〔59社〕

15.6%〔55社〕

8.2%〔29社〕

0% 20% 40% 60% 80%

定期健診の実施率向上

時間外労働時間削減の取組み

年休取得の促進

特定健診の実施率向上

従業員支援プログラムの導入等の

メンタルヘルス対策の充実

人間ドック等の検診の補助

特定保健指導の実施率向上、内容の充実

従業員の健康・疾病予防に関する情報提供

健康・体力づくりイベントの実施

生活習慣改善講習の実施

社員食堂でのヘルシーメニューの提供

運動や禁煙等に取り組んだ従業員に

対する報奨・ポイントプログラムの提供

経営方針等に「従業員の健康保持・増進」を明記し、

社内に提示

その他 n=353

（３）健康経営の責任者の役職 （４）健康経営の取組み体制
（複数回答）

79.7%

〔384社〕

71.0%

〔342社〕

47.7%〔230社〕

33.6%〔162社〕

7.3%〔35社〕

11.4%〔55社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

専門職（産業医・産業保健ス

タッフ等）と連携

健保組合（保険者）と連携

外部の民間サービスの活用

社内に専門部署（職員）を設置

その他

特に体制整備をしていない
n=482
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経営トップ

33.4%〔158社〕

担当役員

51.4%〔243社〕

事業部長職相当者

2.3%〔11社〕

部長職相当者

4.9%〔23社〕

課長職相当者

0.2%〔1社〕

その他

1.1%〔5社〕

全社を統括する責任

者はいない

6.8%〔32社〕

n=473



（５）今後健康経営を進める上での課題（複数回答）

77.0%〔368社〕

60.5%〔289社〕

55.9%〔267社〕

52.7%〔252社〕

45.0%〔215社〕

41.6%〔199社〕

34.9%〔167社〕

33.1%〔158社〕

24.3%〔116社〕

2.1%〔10社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従業員の関心・取組み意欲の向上

取組みの成果についての定量的な分析

無関心層へのアプローチ

取組み推進に関わる社内の体制整備

経営層のコミットメント・課題共有

取組み推進に関わる予算・人員確保

取組み推進に関わる情報収集

健保組合（保険者）との連携

健康情報の取扱いや個人情報保護に

関わる手続きの明確化

その他 n=478

５．転勤の現状と取組み

（１）転勤（転居を伴う人事異動）の有無

（２）転勤を実施する目的（複数回答）

92.4%

〔416社〕

91.1%

〔410社〕

87.8%

〔395社〕

79.3%

〔357社〕

77.1%

〔347社〕

2.0%

〔9社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

戦略的な人員配置

各業務拠点への必要な人員数の安定した

配置

社員の業務経験の拡大

組織の活性化

社員への高い職責・活躍機会の付与

その他
n=450
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転勤がある

94.7%〔451社〕

転勤がない,5.3%〔25社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=476



（３）転勤に関する現状（複数回答）

66.4%

〔297社〕

54.6%〔244社〕

29.5%〔132社〕

19.0%〔85社〕

8.1%〔36社〕

1.3%〔6社〕

0% 20% 40% 60% 80%

転勤への配慮が必要な社員が増えている

社員ごとに転勤の頻度に偏りがある

転勤を希望しない社員が増えている

特に問題はない

全国転勤型と地域限定型の社員の間で、

処遇に関する不満が出ている

その他
n=447

（４）転勤実施にあたり、取り組んでいる内容（複数回答）

75.2%〔336社〕

50.6%〔226社〕

40.9%〔183社〕

20.1%〔90社〕

13.0%〔58社〕

11.0%〔49社〕

3.6%〔16社〕

3.8%〔17社〕

4.3%〔19社〕

0% 20% 40% 60% 80%

転勤への配慮の必要性の有無を確認している

転勤の候補となった社員に事前に打診している

内示のタイミングを通常の人事異動より早めている

本人の承諾を必須としている

社員の生活の本拠地を登録させ、

本拠地を基軸に転勤させている

赴任期間を明示している

転勤を社内公募制にしている

その他

特に実施していない
n=447
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74.8%

〔305社〕

8.3%〔34社〕

7.4%〔30社〕

3.9%〔16社〕

1.7%〔7社〕

1.0%〔4社〕

2.9%〔12社〕

0% 20% 40% 60% 80%

配転命令権に基づいた企業の決定を基本としつつ、

配慮の要望があった社員には個別に対応する

社員の個別事情を把握した上で、出産や育児等の

ライフイベントや家族の介護を抱える社員に対しては、

事前に打診して承諾を得る

すべての社員について、事前に打診して承諾を得る

すべての社員について、

配転命令権に基づき転勤を命じる

通勤可能圏内の異動を基本とするなど、

極力転勤は行わない

社内公募制など、社員の希望に基づいて決定する

その他
n=408

（５）中期的な転勤に関する方針

６．若年社員の定着

○ 入社後３年以内の若年社員の定着に向けた取組み

（１）入社前の取組み（複数回答） （２）入社後の取組み（複数回答）

82.2%

〔389社〕

79.5%

〔376社〕

49.0%

〔232社〕

14.6%

〔69社〕

13.3%

〔63社〕

0% 50% 100%

積極的な企業情

報の開示

内定後の面談等

によるフォロー

職種別・コース

別採用

内定後の内定者

向けインターン

シップ

その他

n=473

85.7%

〔407社〕

79.2%

〔376社〕

61.7%

〔293社〕

55.2%

〔262社〕

42.1%

〔200社〕

11.6%

〔55社〕

8.4%

〔40社〕

0% 50% 100%

若年社員同士の

ネットワーク構築の場の提供

管理者・育成担当による

若年社員との

コミュニケーションの充実

企業理念についての

研修の早期実施

メンター制度の導入・拡充

職場レクリエーション活動

若年社員向けキャリア

相談窓口の新設

その他
n=475

-12-



７．障害者雇用の促進

（１）民間事業者の障害者雇用率の段階的な引上げ※に関する受け止め

妥当である

41.0%〔198社〕

2.2％までの引上げは

理解するが、2.3％へ

の引上げは厳しい

19.0%〔92社〕

2.2％への引上げも

厳しく、引上げ幅は

最小限とすべき

34.6%〔167社〕

その他

5.4%〔26社〕

n=483

※：民間事業者の障害者雇用率は、2018年４月より2.2%に引き上げられ、
その後、３年以内に2.3%に引き上げることが予定されている。

（２）障害者雇用率制度※について

① 現行制度に関する考え方

② 具体的な見直し内容

52.2%

〔70社〕

14.9%〔20社〕

9.7%〔13社〕

7.5%〔10社〕

15.7%〔21社〕

0% 20% 40% 60%

法定雇用率の算定方式の見直し

実雇用率に応じて金額を変更するなど

障害者雇用納付金の引下げ

福祉施設への発注額などを

一定割合で障害者雇用納付金に充当

雇用率制度の廃止

その他
n=134

※：法定雇用率以上の割合で障害者を雇用する義務を課す制度。
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今後も現行制度を継続すべきである

67.0%〔321社〕

見直しが必要である

29.6%〔142社〕

その他，3.3%〔16社〕

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=479



（３）障害の種別ごとの障害者雇用の現状の課題（上位５つ）

65.2%〔283社〕

10.8%〔47社〕

15.2%〔66社〕

2.5%〔11社〕

1.2%〔5社〕

5.5%〔23社〕

30.3%〔128社〕

50.0%〔211社〕

6.2%〔26社〕

2.8%〔12社〕

3.8%〔16社〕

37.7%〔157社〕

20.9%〔87社〕

12.0%〔50社〕

19.7%〔82社〕

0% 20% 40% 60% 80%

求職者の確保

採用時における障害特性

および能力・適性の見極め

担当業務の切り出し

職場の理解不足

職場定着の不安定性
身体障害者 n=434

知的障害者 n=422

精神障害者 n=416

（４）障害の種別ごとの障害者雇用促進および職場定着に必要な
公的支援の充実

68.0%〔302社〕

12.4%〔55社〕

11.7%〔52社〕

2.3%〔10社〕

2.9%〔13社〕

2.7%〔12社〕

22.2%〔97社〕

13.3%〔58社〕

51.1%〔223社〕

8.0%〔35社〕

3.7%〔16社〕

1.6%〔7社〕

20.6%〔89社〕

14.8%〔64社〕

45.6%〔197社〕

9.5%〔41社〕

6.9%〔30社〕

2.5%〔11社〕

0% 20% 40% 60% 80%

求職者の紹介など

採用支援の充実

雇入れや雇用継続のための

助成金の充実

ジョブコーチや介助者など

人的支援の充実

講師紹介やマニュアルの

整備など従業員教育支援の充実

公的な就労支援制度に

関する情報提供

その他

身体障害者 n=444

知的障害者 n=436

精神障害者 n=432
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